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高知県における特別支援学校の再編に関する検討委員会

高知県における特別支援学校の再編について
―知的障害・肢体不自由特別支援学校―

（意見のまとめ）
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平成１８年６月の学校教育法の一部改正により、平成１９年４月から「幼児児

童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、それに対応した適切な指導及び必要な

支援を行う」という理念のもと特別支援教育が新たな制度としてスタートしまし

た。

私たちは、高知県教育委員会から依頼を受け、この新たな制度のもとにスター

トした特別支援教育の本県の現状と課題を把握し、今後のより良い対応について

検討を行うため「高知県における特別支援学校の再編に関する検討委員会」（以

下「検討委員会」という。）を開催しました。検討委員会では、特別支援教育の

理念の実現に向けた具体的な施策について検討するため７回の議論を重ねてき

ました。ここに検討委員会として、その「意見のまとめ」を報告します。

特別支援教育が法的に位置付けられ、特別な支援を要する児童生徒等への理解

やその教育の必要性について県民の関心が一段と進み、特に県中央部にある県立

山田養護学校及び県立日高養護学校の二つの知的障害特別支援学校においては、

県教育委員会の推移予測をはるかに超えるスピードで入学者が急増しました（資

料１、２）。このことから、当該学校では教室数が不足し、特別教室の普通教室

への転用や応急的にプレハブ教室を建築するなどの対応を余儀なくされていま

す。

また、肢体不自由特別支援学校では、高知若草養護学校本校に在籍する児童生

徒の障害の状態が多様化し（資料３）、医療機関等との連携が必要な子どもたち

が増加する一方、肢体不自由児施設入所者の義務教育を保障してきた子鹿園分校

では児童生徒が急減してきています（資料４、５）。

このように、社会におけるノーマライゼーションの進展や特別支援教育の一層

の推進とともに、教育現場においては新たな課題が生じてきています。

今回の検討委員会では、特別支援教育を取り巻く状況の変化等に対応していく

ため、下記にあげる課題について検討を行いました。

は じ め に

今後の特別支援教育の在り方について

○ 知的障害特別支援学校及び肢体不自由特別支援学校の再編に関すること
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検討の過程では、知的障害特別支援学校と肢体不自由特別支援学校の現状と課

題の分析を行い、今後の対応策について、特別支援教育の理念を踏まえた観点か

ら、幅広い意見が出されました。

検討委員会では、今回の検討の内容が特別支援教育を必要とする幼児児童生徒

一人一人のニーズに応じたものであり、さらに本県の特別支援教育の充実発展に

つながる短期から中長期的展望に立ったものであることを確認し、「高知県にお

ける特別支援学校の再編について－知的障害・肢体不自由特別支援学校－」とし

て提言することとしました。
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１ 特殊教育から特別支援教育へ

（１）国の動向

平成１７年１２月８日中央教育審議会「特別支援教育を推進するための制

度の在り方について（答申）」（以下、「中教審答申」という。）において、「障

害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援する

という視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持

てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及

び必要な支援を行うものである。」という特別支援教育の理念が示された。

この中教審答申における提言等を踏まえ、文部科学省においては学校教育

法を一部改正し

○ 従来の盲・聾・養護学校の制度は複数の障害種別を受け入れることがで

きる特別支援学校の制度にすること

○ 小学校、中学校及び高等学校等においては、発達障害を含む障害のある

児童生徒等に対して適切な教育を行うこと

○ 特別支援学校においては、小学校、中学校及び高等学校等からの要請に

応じて助言・援助に努めること

などが規定された（資料６、７）。

また、平成１８年１２月の教育基本法の改正では、「国及び地方公共団体は、

障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教

育上必要な支援を講じなければならない。」との規定が新設され、特別支援教

育の実施が教育における憲法ともいえる教育基本法に明確に位置付けられた

（資料８）。

これらの法改正等を踏まえ、文部科学省では、平成１９年４月１日から新

たな制度として「特別支援教育」をスタートするに当たり、「特別支援教育の

推進について（１９文科初第１２５号）」の通知を発し、特別支援教育の理念

や校長の責務等を示すとともに、各学校における必要な体制の整備として、

校内委員会の設置、特別支援教育コーディネーターの指名、個別の教育支援

計画の作成・活用等の取組を求めた（資料９）。
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（２）高知県の動向

高知県では、国の特別支援教育の本格実施に先立ち、本県における特別支

援教育の充実と改善を図るため、平成１７年度に「高知県における特別支援

教育の在り方に関する検討委員会」（以下、「１７年度検討委員会」という。）

を設置し、現状と課題及び今後の対応等について検討を行った。

この１７年度検討委員会からは、

１ 特別支援学校制度での今後の県立盲・聾・養護学校の在り方

２ 今後の県立盲・聾・養護学校の設置及び学部、学科の在り方

３ 特別支援教育のセンター的機能について

の３論点について審議のまとめをいただいた（資料 10）。

この１７年度検討委員会の提言をもとに、平成１８年度以降、知的障害養

護学校において増加する自閉症のある児童生徒への教育対応についての研

究、高知ろう学校の学科改編、発達障害を含めた小・中学校等への支援など、

当面する課題について諸施策を講じて、障害のある児童生徒等の教育の充実

と改善を図ってきた。
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２ 県立特別支援学校の現状と課題

（１）概況

高知県の県立特別支援学校は、視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自

由、病弱の５つの障害種別ごとに本校７校（視覚障害特別支援学校１校、聴

覚障害特別支援学校１校、知的障害特別支援学校３校、肢体不自由特別支援

学校１校、病弱特別支援学校１校）分校４校（肢体不自由特別支援学校３校、

病弱特別支援学校１校）が設置されている（資料 11）。

このうち、視覚障害特別支援学校、聴覚障害特別支援学校、肢体不自由特

別支援学校、病弱特別支援学校の本校は県中央部に設置され、知的障害特別

支援学校３校は県中央部に２校、県西部に１校設置している。これらの学校

にはすべて寄宿舎が設置されている。

（２）知的障害特別支援学校の現状と課題

県立の知的障害特別支援学校は、香美市に山田養護学校、日高村に日高養

護学校、四万十市に中村養護学校があり、それぞれ小学部から高等部普通科

を設置し、障害の特性に応じた１２年間の一貫教育を行っている。また、各

校とも重複した障害を有する児童生徒が在籍しており、重複障害学級を設置

し対応している。

それぞれの学校は、知的障害教育の専門機関として、教育相談や保育所、

幼稚園、小・中学校等に在籍する幼児児童生徒への支援を積極的に行うなど

地域のセンター的な役割も果たしている。

少子化が進む中で、県中央部に設置している山田養護学校、日高養護学校

においては、近年、在籍児童生徒数が急増している。その要因は、特定する

ことはできないが、知的障害特別支援学校の専門的な教育を求める本人及び

保護者の意識の高まりとともに、特別支援教育に対する社会の理解が深まっ

たことなどもあると思われる。

この２校では、特別教室の普通教室への転用やプレハブ教室の建築などで

対応してきたが抜本的な解決にはなっていない。そのため教室数の不足や校

舎の狭隘化が進んでおり、教育条件の改善が早急に対応しなければならない
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課題となっている。

（３）肢体不自由特別支援学校の現状と課題

肢体不自由特別支援学校は、高知市（旧春野町）に高知若草養護学校本校

があり、その分校として高知市に子鹿園分校、国立高知病院分校、南国市に

土佐希望の家分校が設置されている。本校は県内全域から児童生徒を受け入

れるとともに、分校３校では隣接する施設利用者や病院入院者への教育の機

会均等を保障することを目的としている。

子鹿園分校には小学部、中学部を、本校と他の分校２校には小学部から高

等部普通科を設置し、それぞれ小学校、中学校、高等学校に準ずる教育を行

っている。それぞれの学校は、県内の各地域において、肢体不自由教育の専

門機関として教育相談や保育所、幼稚園、小学校、中学校等に在籍する幼児

児童生徒への支援を積極的に行っている。

肢体不自由特別支援学校では、他の障害種別の特別支援学校と比べて、重

複障害のある児童生徒数の割合が高くなっている（資料３）。特に、本校で

は児童生徒の障害の状態が多様化し、理学療法士や言語聴覚士等の専門家の

指導助言や、緊急時の医療機関との連携が必要な子どもたちが増加している。

このため、児童生徒の健康や安全を守り学習を保障するうえで大きな課題と

なっており、医療機関との連携を含めた学校の在り方について検討する必要

がある。また、高知県立療育福祉センター内の肢体不自由児施設に入所して

いる学齢児童生徒の義務教育を保障してきた子鹿園分校においては、医療制

度の改正や手術後は地元で生活したいという本人及び保護者の希望による

当施設利用者が減少し、在籍児童生徒数が急減したことから、学校規模とし

ての適切な学習集団の確保が困難になるとともに、学校が有する施設設備を

有効に活用することができなくなってきている。
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３ 今後の特別支援教育の在り方について

（１）知的障害特別支援学校及び肢体不自由特別支援学校再編の基本的な考え方

医学の進歩や社会におけるノーマライゼーションの進展、特別支援教育の

制度化等により特別支援学校に新たに生じた課題への対応としては、現状と

課題を適切に把握したうえで、特別支援教育の理念に基づき、以下のような

視点からの検討が必要であると考えられる。

○ 現在の学校の配置や機能を基に各地域の学校の役割を見直すこ

と。

○ できるだけ身近な地域の学校で専門教育が受けられるようにす

ること。

○ 幼児児童生徒の障害の多様化が進む中、各学校においては従来の

障害種に応じた専門性を生かしながら、一人一人の教育的ニーズに

対応していくための教育環境を整備すること。

○ 多様化する卒業後の進路に対応していくため、職業教育の充実や

関係機関との連携による移行支援の充実などを進めていくこと。

○ 医療機関や理学療法士、言語聴覚士などの専門家との連携による

教育の充実を一層図ること。

○ 学習や社会自立への意欲を向上させるため、各学校の障害の特性

に応じて、同一障害の幼児児童生徒による学習集団が確保される必

要があること。
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（２）今後の対応

① 知的障害特別支援学校

○ 県中央部における知的障害のある児童生徒数の増加に伴う、山田養

護学校、日高養護学校の教室数不足や校舎の狭隘化を解消し、学校規

模の適正化を図るなど教育条件を改善するためには、新たな学校等の

設置が必要である。

○ 山田養護学校、日高養護学校に在籍する児童生徒の居住地を考慮し

た場合、新たな学校の設置は、県中央部及び県東部が望ましい。

○ 県中央部への学校設置については、今後の知的障害特別支援教育の

一層の充実を見越した長期的展望に立った学校が望ましい。

・ 新たに設置する学校は、新設とともに既存の県有施設の活用など、

同一敷地内への併設、併置の方向性についても検討する必要があ

る。

・ 新たに設置する学校は、福祉就労や企業就労を見据えたキャリア教

育や余暇指導に力を入れた青年期教育に重点を置くなど、特色ある

教育実践を取り入れる学校が望ましい。

○ 県東部への学校設置については、より身近な地域の学校で専門教

育を受けたいという本人及び保護者のニーズに応えるとともに、遠

距離通学に伴う保護者の負担軽減や地域における交流及び共同学

習の推進を図るという観点から、地域の学校の中への分校の設置に

ついても検討する必要がある。
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② 肢体不自由特別支援学校

○ 肢体不自由教育をより充実するために、医療や療育との連携を

考慮して、高知若草養護学校本校と子鹿園分校との統合について

検討を行う必要がある。なお、児童生徒の教育的ニーズや本人及

び保護者の意向を十分把握するとともに、「療育福祉センターの今

後のあり方」を注視しながら、長期的ビジョンに立ち関係部署と

緊密な連携のもと慎重に対応していくこと。

○ 児童生徒の障害の多様化に対応するため、理学療法士や言語聴

覚士などとの連携により教員の専門性を向上させ、指導内容や支

援の在り方を一層充実する必要がある。

○ 子鹿園分校については、学校機能を有効活用するとともに学習

集団を確保し、教育効果を高めるため、地域からの通学生及び本

校からの転校希望者を受け入れるなど、特別支援教育制度のもと

で学校の役割を見直す必要がある。
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検討委員会では、特別支援教育の制度化も踏まえ、喫緊の課題となっ

ている知的障害特別支援学校及び肢体不自由特別支援学校の再編につい

て真摯に検討を重ね、今回の「意見のまとめ」を作成しました。今後は、

この「意見のまとめ」が関係の方々の理解と協力を得ながら、高知県にお

ける特別支援学校の望ましい再編に寄与することを強く期待します。

お わ り に
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全国の知的障害特別支援学校児童生徒在籍者数の推移
（平成１８年度まで）
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知的障害特別支援学校（国公立）児童生徒在籍者数の推移（各年度５月１日）
年度 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

山田養護学校 135 132 133 113 103 96 113 121 133 131 134 129 124 117 137 136 132 126 132 146 166
日高養護学校 85 73 73 69 76 63 66 66 60 67 63 75 86 99 103 117 115 114 116 131 146
中村養護学校 113 112 103 101 104 94 92 89 85 78 77 79 72 67 60 63 72 81 82 71 75
高知市立養護学校 96 93 85 77 73 72 67 77 94 102 104 98 101 109 110 103 107 121 138 135 125
附属特別支援学校 69 68 70 71 69 68 65 60 60 59 61 60 62 61 61 58 60 60 60 61 59

計 498 478 464 431 425 393 403 413 432 437 439 441 445 453 471 477 486 502 528 544 571
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知的障害特別支援学校（公立）児童生徒在籍者数の推移
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全国の肢体不自由特別支援学校児童生徒在籍者数の推移
（平成１８年度まで）
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肢体不自由特別支援学校児童生徒在籍者数の推移（各年度５月１日）
年度 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

高知若草養護学校
本校 82 83 77 73 74 80 78 70 70 52 57 56 64 54 53 59 64 62 65 71 73

子鹿園分校
39 42 35 34 29 32 35 37 29 35 29 27 26 21 18 15 17 18 13 9 5

国立高知病院
分校 17 16 9 11 12 11 12 9 10 12 16 16 16 15 15 14 14 13 17 17 15
土佐希望の家
分校 19 13 18 21 21 19 18 21 19 33 31 28 26 23 23 23 21 20 18 19 24

計 157 154 139 139 136 142 143 137 128 132 133 127 132 113 109 111 116 113 113 116 117

肢体不自由特別支援学校児童生徒在籍者数の推移
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第４条 第２項

国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受

けられるよう、教育上必要な支援を講じなければならない。

＜教育基本法＞

第７２条

特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者

（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に

準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図る

ために必要な知識技能を授けることを目的とする。

＜学校教育法＞

第７３条

特別支援学校においては、文部科学大臣の定めるところにより、前条に規定する者

に対する教育のうち当該学校が行うものを明らかにするものとする。

第７４条

特別支援学校においては、第７２条に規定する目的を実現するための教育を行うほ

か、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の要請に応じて、第８１条

第１項に規定する幼児、児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努

めるものとする。

特別支援教育に関する法令等

第８１条 第１項

幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号のいず

れかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児、児童

及び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活上

の困難を克服するための教育を行うものとする。

＜学校教育法＞

＜学校教育法＞

＜学校教育法＞

資料 ８























審 議 経 過

日 時 開催場所 審議事項

第１回

平成２１年２月１９日

１８：００～２０：００

高知共済会館

・ 会長、副会長の選出

・ 検討内容の説明

・ 資料説明（高知県の知的障害特別支

援学校の現状と課題）

・ 意見交換

第２回

平成２１年３月１６日

１８：００～２０：００

高知共済会館

・ 第１回検討委員会での質問事項に

ついての説明

・ 資料説明（高知県の肢体不自由特別

支援学校の現状と課題）

・ 意見交換

第３回

平成２１年５月１８日

１８：３０～２０：３０

正庁ホール

・ 第２回検討委員会の補足説明

・ 資料説明（特別支援学校再編につい

ての事務局からたたき台の提出）

・ 意見交換

第４回

平成２１年７月３日

１８：３０～２０：３０

正庁ホール

・ 第３回検討委員会の補足説明

・ 意見交換

第５回

平成２１年７月２４日

１８：３０～２０：３０

高知県教育センター

分館

・ 特別支援学校の再編についての協

議

第６回

平成２１年８月１２日

１６：００～１８：００

高知県教育委員会

事務局

特別支援教育課

・ 高知県における特別支援学校の再

編に関する検討委員会の意見のま

とめについて（会長・副会長）

第７回

平成２１年８月２７日

１８：３０～２０：３０

高知県教育センター

分館

・ 高知県における特別支援学校の再

編に関する検討委員会の意見のま

とめ

資料 １２



高知県における特別支援学校の再編に関する検討委員会設置要綱

（目的及び設置）

第１条 高知県における特別支援教育の推進を図るため、県立特別支援学校の在り方について検討する、

「高知県における特別支援学校の再編に関する検討委員会」（以下、「検討委員会」という）を

設置する。

（検討事項）

第２条 検討委員会は、次の事項について検討を行い、その結果を高知県教育長に報告する。

（１）知的障害特別支援学校及び肢体不自由特別支援学校の再編に関すること。

（２）その他（１）に付随する必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 検討委員会は、１５名以内の委員で組織する。

２ 委員は、高知県教育長が委嘱又は任命する。

３ 委員が欠けた場合は、必要に応じて補欠の委員を委嘱又は任命する。

（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱されたときから本検討委員会の目的が達成されたときまでとする。

（会長及び副会長）

第５条 検討委員会には、会長及び副会長各１人を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、検討委員会を代表し、検討委員会の会務を総括する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 検討委員会の会議（以下、「会議」という。）は、会長が召集する。

２ 会議の進行は、会長が務める。会長が出席できないときは副会長が代理する。

３ 会議には、必要に応じて委員以外の者の出席を求めて、意見を聴くことができる。

（庶務）

第７条 検討委員会の庶務は、高知県教育委員会事務局特別支援教育課において行う。

（委任）

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の手続その他運営に関して必要な事項は、会長が別に定め

る。

附則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２１年１月１６日から施行する。

（経過措置）

２ 第６条の規定にかかわらず、この要綱の施行の日以後最初に開かれる会議は、高知県教育長が召集

する。
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高知県における特別支援学校の再編に関する検討委員会委員名簿

氏 名 所 属・職 名

泉本 夏子 医療法人精華園海辺の杜ホスピタル医師

吉川 清志 高知医療センター医師

川﨑 育郎 高知女子大学名誉教授

会長 是永 かな子 高知大学教育研究部准教授

副会長 岡田 哲夫 元県立山田養護学校長

澤本 靖博 保護者（盲学校）

小田 雅人 保護者（高知ろう学校）

岩井 文香 保護者（山田養護学校）

小島 美紀 保護者（日高養護学校）

柴岡 正二 保護者（高知若草養護学校）〔第２回まで〕

小松 成江 保護者（高知若草養護学校）〔第３回から〕

津田 香須美 保護者（高知江の口養護学校）

入交 宏和
知的障害特別支援学校長 〔第2回まで〕

高知県特別支援学校長会 〔第3回から〕

田城 正久 知的障害特別支援学校長 〔第3回から〕

長戸 英明 高知県特別支援学校長会 〔第2回まで〕

岡 則明 特別支援学級設置学校長協会会長

中山 昭和 特別支援学校教頭会会長
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